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1. 研究の背景 

石川海岸は金沢市の西方に位置し，南西の尼御前岬

から北東の白山市と金沢市の市境までに渡る直線的な

砂浜海岸であり加賀沿岸の一部をなしている（図-1）

１）．背後に北陸自動車道や石川県の産業を支える多く

の企業が立地する地理的条件にあり，古くから離岸

堤，直立堤あるいは緩傾斜護岸などによる海岸保全が

重要な役割を担ってきている．しかしながら，表-1に

示すように，台風や冬季の厳しい日本海での高波浪に

より，海岸構造物がこれまで繰り返し被災され，現在

も片山津海岸保全対策技術検討会のもと，海岸保全対

策が議論されている．海岸構造物の被災に関して，構

造物前面砂の継続的な侵食が主な原因とされ，これら

の侵食対策を含めた保全対策がとられはじめているも

のの，被災後の復旧対策では，原型復旧にとどまって

いる為，まだ十分な対策によって海岸保全が実現でき 

 

図-1 石川海岸 

表-1 被災事例 4） 

 

ているとは必ずしも言い難く，今後においても，繰り

返して被災を受ける可能性を否定し難い状況であると

考えられる． 

 

2. 従来の研究および本研究の目的 

 防波堤などの海岸構造物の設計では，堤体の安定性

が，外力となる設計波高を用いて評価されている 2）．

設計波工には通常，50 年確率波が用いられている．  

石川海岸に近接する金沢港の設計波高は 9.1mと定め

られている. ナウファス(全国港湾海洋波浪情報網)3）

から金沢観測地点での 2001 年から 2011 年までの波浪

データによると，図-2に示すように，実際の波高デー

タからは設計波高を越える波高は観測されておらず，

石川海岸では，上述したような被災が設計波高を下回

る波浪の事態で発生していることになる． 

これに対して，斎藤・松原ら 4）は，繰り返し被災を

受けている石川海岸小松・片山津工区（図-1）を対象

として，直立堤に作用している波浪履歴に着目し，海

岸構造物の被災発生に対して，設計波高とは別に，新

たに来襲波浪の波浪履歴と構造物の被災の関連性を解

析している．これにより，対象とした石川海岸小松・

片山津工区において，直立堤の被災発生予測に関して

は，越波流量の履歴特性を考慮したモデルによって被

災発生の予測を可能としうる指標を得ている． 

しかしながら，上述の研究 4）では，前面に消波工を

伴わない直立堤のみを対象とした被災の 1 ケースのみ 

 

図-2 ナウファス金沢観測地点における波高 

No 発生年月日 発生場所(小松市) 構造形態 被災形態

安宅新町地先(A区間)
安宅新町地先(B区間)
日末地先・安宅新地先

浜佐美地先

2006/1/23 浜佐美地先

2006/3/31 同地点増破

2007/1/7 浜佐美地先

2007/2/15 同地点増破

7 2007/11/12 加賀市篠原地先 緩傾斜護岸 天端陥没・消波工散乱

8 2010/1/4 安宅新地先 直立堤・消波工
護岸破壊・被覆ブロック沈

下・土砂の吸出し

天端陥没・消波工散乱

6 2007/10/20 安宅新地先 緩傾斜護岸
天端陥没・消波工散乱・直

立堤倒壊

天端陥没・消波工散乱・土
砂の吸出し

天端陥没・基礎沈下・被覆
ブロック沈下・空洞

直立堤・消波工
前面洗掘・空洞・被覆ブ

ロック沈下・土砂の吸出し

天端陥没・直立堤倒壊

安宅新地先

直立堤・消波工

4

5

1 2004/8/19

2005/2/212

3 2005/11/30

緩傾斜護岸

直立堤

直立堤



 

の評価に留まっている．石川海岸において被害を受け

ている箇所は，直立堤以外にも，緩傾斜護岸や前面に 

消波工がある直立堤など，様々である． 

 以上の研究の経緯を踏まえ本研究では，石川海岸小

松・片山津工区における緩傾斜護岸に対して，波浪履

歴と構造物の被災の関連性を解析して将来予測を行

い，既存研究の解析手法の有効性を確認する． 

 

3. 研究の手法 

本研究では，間瀬ら 5）に従い，図-2に示す波浪の時

系列変化を，有義波高が 2.0ｍを超える波浪を（暴浪）

と定義し，図-3のように，暴浪のピーク値（最大波

高），ピークへの到達時間，暴浪の継続時間，暴浪の発

生する時間間隔を用いてモデル化する． 

また，石川海岸小松・片山津工区で被災している緩

緩傾斜護岸は，表-1の被災事例より，3 つ存在するこ

とがわかっている．この 3 つのケース全ての場合にお

いて，被災発生の直前には，有義波高が 4m を越える

暴浪が観測されているが，それより前に着目すると，

有義波高が 2.0ｍを超える暴浪が来襲する頻度は，主に

冬季波浪により被災している直立堤のケースと比較す

ると，かなり低いと言えるため，来襲した暴浪の波浪

履歴を考えるのは困難である．さらに，緩傾斜護岸の

被災発生に起因する要因として，本体の破壊，堤体前

面の洗掘，被覆工の破壊，捨石の散乱などといった，

波浪の直接的作用が関連しているものが多いことがわ

かっている 6）．上述の内容を鑑み本研究では，緩傾斜

護岸が被災する直前に発生した暴浪の特徴や，波高履

歴特性を考慮し，これらをもとにした被災予測指標の

構築を試みる． 

 

 

図-3 波浪のモデル 4） 

  

図-4 ナウファス金沢観測地点における有義波高の詳細例 

 

4. 解析結果および考察 

 本研究では，ナウファス金沢観測地点の波高データ

の一部を来襲波浪の波形として図-4に示す．表-1の

No.7 の被災発生前後の波高について着目すると，被災

発生直前に波高 5mを越える暴浪が発生していることが

わかる．このような波高の発生および時期を調査した

ところ，主に冬季に，被災直前に類似した，あるいは

被災直前よりも大きな波高をもつ暴浪が複数観測され

ていることがわかった．今後は，緩傾斜護岸の被災が

波力に起因することから，来襲波浪の波エネルギーを

考慮した波高履歴特性に関する研究も進めたい． 

上述の内容に対し，発表当日は，被災時の波高をよ

り詳細に分析した結果や波高履歴特性などを総合的に

評価し，石川海岸小松・片山津工区における緩傾斜護

岸の被災予測に関して，現時点で発見した被災時の波

浪の特徴について発表する． 
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